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第 1 章 序論 

１ 上天草市デジタル田園都市国家構想総合戦略の策定趣旨等 

 
（１）経緯・趣旨 
 日本は、２００８年をピークに人口減少の局面に入っており、国立社会保障・人

口問題研究所が２０２３年４月に公表した「日本の将来人口推計」（令和５年推計）」

（出生中位（死亡中位））では、２０７０年には総人口が８，７００万人に減少する

など、人口減少が将来にわたり続くと推計されています。 

 本市では、戦後の復興期から既に人口減少と少子高齢化が進み、１９９３年には

超高齢社会に突入し、更に進行しています。 

 

 人口減少は喫緊の課題であり、本市では、平成２６年３月に策定した上天草市第

２次総合計画において、人口減少の抑制を最優先に、地域経済の活力を高め産業を

活性化させ、雇用拡大による定住人口の増加を目指すこととして、子ども、若者、

お年寄りが住みよい「活力」、「誇り」、「安心」に満ちた「まち」の実現を基本目標

として取り組んできました。 

 本市の総合的かつ計画的なまちづくりの指針として最上位に位置付けられる第２

次総合計画に対し、人口減少への対応・地方創生の推進を目的として集中的な取組

を示す基本計画として、「まち・ひと・しごと創生法」（平成26年法律第136号）第

10条に基づき、令和２年３月に「第２期上天草市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定しました。 

  

その後、「デジタル実装を通じて地方が抱える課題を解決し、誰一人取り残されず

すべての人がデジタル化のメリットを享受できる心豊かな暮らしを実現する」デジ

タル田園都市国家構想のもと、この実現を図るため、国では「第２期まち・ひと・

しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、令和５年度を初年度とする５か年の「デ

ジタル田園都市国家構想総合戦略」が新たに策定されました（令和４年12月閣議決

定）。 

 本市においても、令和４年３月に「上天草版デジタル・トランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）推進計画」を策定し、目覚ましく発展する情報通信技術の活用により、

市の課題解決を図るべく動き出したところであるため、この国の動きを受け、これ

までの地方創生の取組をデジタルの力を活用して継承・発展させるべく、第２期上

天草市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「第２期本市まひし戦略」という。）

を改訂し、上天草市デジタル田園都市国家構想総合戦略（以下「本市総合戦略」と

いう。）を策定します。 
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（２）計画期間 
 国のデジタル田園都市国家構想総合戦略を踏まえ、令和６年度（２０２４年度）

から令和９年度（２０２７年度）までの４年間とします。 

 

２ 人口の現状・課題 

（１）国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口を踏まえた現状分析 
 本市の人口は、１９５０年（昭和２５年）をピークに高度経済成長期に入ると都

市部への大幅な人口流出により１９７０年（昭和４５年）まで急激に減少し、その

後、比較的緩やかな減少で推移したものの人口減少が加速しています。 

 １９９２年（平成４年）に老年人口が年少人口を上回り、年少人口及び生産年齢

人口ともに減少し、超高齢社会が進行しています。 

 本市の合計特殊出生率は、全国及び熊本県平均を上回っており、比較的高い水準

で推移していますが、人口減少とともに出生数も減少傾向にあります。 

自然増減では、１９９６年（平成８年）以降、死亡数が出生数を上回る自然減の

状態が続いており拡大傾向にあります。 

 社会増減では、転出数が転入数を上回る社会減が続き、本市の人口減少に最も影

響を与えており、今後もその状況が続くと考えられます。特に１５歳～２４歳の転

出超過が多くなっており、その理由としては進学又は就職のためと考えられ、地域

別では熊本市への転出が顕著となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると本市の人口は、２０５０年には１ 

１，６６９人となり、２０２０年の２４，５６３人を１００とした指数で４７．５％

まで減少する見込みです。 

  

（２）人口減少が将来に与える影響等 

 人口減少は、労働力人口の減少、消費市場の規模縮小、老年人口比が高まること

による社会保障費の増加、後継者不足による地域独自の文化の消滅など様々な影響

を与えることが懸念されます。このような状況に陥ることがないよう、人口減少を

抑制するため、地方創生を実現させることが重要です。 

 

３ 策定に向け整理すべき事項 

（１）第２期上天草市まち・ひと・しごと創生総合戦略の検証 

第２期本市まひし戦略における数値目標については、基本目標ごとの数値目標及 

び施策ごとの重要業績評価指標のいずれも、令和６年度末現在を見込んで設定しま

したが、第２期本市まひし戦略を改訂し、令和６年度から令和９年度までを計画期

間とする本市総合戦略を令和５年度中に策定することとしたため、令和４年度末時

点の取組結果をもって、検証することとします。 
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〇達成率が高かった主な指標 

（以下第２期本市まひし戦略を適宜参照） 

取組の方向性（１）「上天草市が好きになる！」の「イ 市民の参画意識の醸成」

の重要業績評価指標（以下「KPI」という。）【市内中学生の「将来、上天草市の役に

立ちたい」と思う生徒の割合】は、目標の４０％に対し、令和４年度は７４%で達成

率は 184.8％でした。これは、起業家教育の授業を通した取組が進むにつれ、市の

良さ及び課題を良く知ることができたことで、市の課題の把握と郷土への貢献意欲

につながり、郷土の役に立ちたい又は貢献したいと思うようになった生徒が増えた

ものと考えられます。 

（２）「上天草市に行きたくなる！」については、新型コロナウイルス感染症の影

響を大きく受けた分野で目標の達成が難しかったところです。その中でも比較的高

かったものとして「エ 観光産業を担う経営者等の人材育成並びに組織化」の KPI

【観光ガイドの登録者数】は、目標の３０人に対し、令和４年度は２４人で達成率

は８０％でした。 

（３）「上天草市で働きたくなる！」の「ア 地場産業の強化支援及び育成」のKPI

【新規起業者数】については、目標の５か年で累計２５人、毎年度５人に対し、令

和４年度は１年間で６人となり、単年度では 120.0％の達成率でした。これは、上

天草市小規模事業者支援ネットワークや、商工会等による支援により達成できたと

考えられます。 

 （４）「上天草市に住みたくなる！」の「ウ 子どもにやさしいまちづくり」のKPI

【地域の子育て支援組織の活動回数】は、目標の１５回に対し、令和４年度は１８

回で達成率は120％でした。 

※重要業績評価指標（ＫＰＩ）とは、Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ 

Ｉｎｄｉｃａｔｏｒの略称。施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指

標。 

 

＜達成率が高かった主なもの＞ 

ＫＰＩ指標項目 
R4年度 

実績値 

R6(最終）年

度目標 
達成率 

（１）上天草市が好きになる！ 

市内中学生の「将来、上天草

市の役に立ちたい」と思う生

徒の割合 

74％ 40％ 184.8％ 

（２）上天草市に行きたくなる！ 

観光ガイドの登録者数 24人 30人 80.0％ 

（３）上天草市で働きたくなる！ 
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新規起業者数（R2－6累計） 
6人 

※累計27人 

5人／年 

※累計25人 
120.0％ 

（４）上天草市に住みたくなる！ 

地域の子育て支援組織の活

動回数 
18回 15回 120.0％ 

 

●達成率が低かった主な指標 

（１）「上天草市が好きになる！」の「ア 関係人口の創出・拡大」のKPI【湯島

交流施設利用者数】については、目標の年間300人に対し、令和４年度は140人で、

達成率は 46.7%でした。しかしながら、市内の地域おこし協力隊等の会議開催や、

市が主催する事業などでの利用があり、令和３年度年と比べ利用者は２倍以上にな

りました。 

（２）「上天草市に行きたくなる！」の「イ 観光客誘致に向けたイベントの充実

と情報発信の強化」のKPI【イベント参加者数】は、目標の年間12万人に対し、令

和４年度は11,328人で達成率は9.4％でした。観光に関しては、特に新型コロナウ

イルス感染症の影響を受け、難しい状況でしたが、これまで１day イベントとして

実施していたイベントを期間型に変更して実施したことや、民間主体のイベント開

催により令和３年度と比べるとイベント参加者数は大きく増加しました。 

（３）「上天草市で働きたくなる！」の「ア 地場産業の強化支援及び育成」のKPI

【１次産業への新規就業者数】については目標の毎年10人、累計50人に対し、令

和４年度の実績は２人で達成率は２０％でした。今後は、支援制度の充実等により、

第１次産業への就業者の増加を目指します。 

（４）「上天草市に住みたくなる！」の「ア 移住・定住の促進」のKPI【市対応

による移住者数】については、目標の70人に対して、令和４年度は32人で、達成

率は45.7％でした。移住については、問合せ件数は増えているものの、紹介できる

空き家バンク物件が少なくなってしまったため、実績が伸び悩んでいる状況です。

今後、空き家バンクの物件掘り起しを行い、移住者の増加を図ります。 

第２期本市まひし戦略の計画期間においては、新型コロナウイルス感染症の影響

により、目標の達成が難しい項目が多くなりましたが、新型コロナウイルスも５類

へ移行したことに加え、令和６年度以降は、新たにデジタルの力を活用した施策等

を講じることで、目標達成に向けた取組を着実に進めていくこととします。 

 

＜達成率が低かった主なもの＞ 

ＫＰＩ指標項目 
R4年度 

実績値 

R6(最終）年度

目標 
達成率 

（１）上天草市が好きになる！ 

湯島交流施設利用者数 140人 300人 46.7％ 
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（２）上天草市に行きたくなる！ 

イベント参加者数 11,328人 120,000人 9.4％ 

（３）上天草市で働きたくなる！ 

１次産業への新規就業者数（R2

－6累計） 

2人 

※累計13

人 

10人／年 

※累計50人 
20％ 

（４）上天草市に住みたくなる！ 

市対応による移住者数 32人 70人 45.7％ 

 

（２）国のデジタル田園都市国家構想総合戦略における基本的な考え方 

 ・テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは 

大きく変化している中、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深

化し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。 

・東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都

会に匹敵する情報やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題

を成長の原動力とし、地方から全国へとボトムアップの成長につなげていく。 

・デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあ

り、デジタル実装に向けた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国

家構想交付金の活用等により、各地域の優良事例の横展開を加速化。 

・これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や

知見に基づき、改善を加えながら推進してくことが重要。 

 

＜施策の方向性＞ 

 ◆デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

 ①地方に仕事をつくる 

 ②人の流れをつくる 

 ③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 ④魅力的な地域をつくる 

 ◆デジタル実装の基礎条件整備 

 ①デジタル基盤の整備 

 ②デジタル人材の育成・確保 

 ③誰一人取り残されないための取組 

 

（３）熊本県及び近隣市町との連携の推進 

 本市の「地方創生」に向けては、地方版総合戦略の策定主体である熊本県及び近

隣市町との連携が不可欠です。 
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 本市総合戦略に掲げた施策と熊本県及び近隣市町の個性を活かした取組が相まっ

て、相乗効果を生み出せるよう、本市、熊本県及び近隣市町が方向性を共有し、連

携しながら地方創生の実現に取り組みます。 
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第２章 本編 

 

１ 基本的な考え方 

 上天草市デジタル田園都市国家構想総合戦略（以下「本市総合戦略」という。）で

は、上天草市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「第２期本市まひし戦

略」という。）における基本目標の方向性を引き継ぐ形で、国のデジタル田園都市国

家構想総合戦略の方向性と整合を図りつつ、「上天草版デジタル・トランスフォーメ

ーション（ＤＸ）推進計画」とも歩調を合せ、子ども、若者、お年寄りが住みよい

「活力」、「誇り」、「安心」に満ちた「まち」を実現する必要があります。 

そのためには、あらゆる分野におけるデジタルの実装を図り、人口減少・少子高

齢化に伴う労働力人口の減少、消費市場の規模縮小、老年人口比が高まることによ

る社会保障費の増加、後継者不足による地域独自の文化の消滅など従前の課題に加

え、アフターコロナにおける社会の変化への対応といった諸課題の解決に向け、以

下のポイントを踏まえ、取り組むこととします。 

● ポイント 

ア 「現状課題の見える化」のためのＤａｔａ化・そしてその可視化 

イ Ｄａｔａは集めるだけでなく使う 

ウ 市役所だけではなく、地域含めみんなで「ともにつくる」（共創、公民連携） 

エ 世代間格差の解消及び世代間の交流 

オ 「ビビっと来る」縁を感じてもらえる観光の創出 

 

 

２ 上天草市地域ビジョン（まちの将来像） 

                  上天草市第３次総合計画基本構想から引用 

 

本市は、市政がスタートしてから、一貫して将来像を「人と海のふれあうまち」

とし、本市の象徴である「海」を中心とした豊かな自然を守り、活かし、市内外の

「人」がふれあう魅力ある観光地、活力ある地域社会を目指したまちづくりを進め

てきました。 

ＳＤＧｓやＤＸ、多様性のある社会の進展など、本市を取り巻く社会は大きく変
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化しています。今後は、これまで築きげたまちづくりの基盤を継承していくととも

に、これらの新たな社会変化を好機として活かしたイノベーションを加速すること

で、持続可能な社会、市民一人ひとりがまちに住むことで幸福・満足感を実感する

社会へ発展し、新たな「人と海のふれあうまち」への進化を目指します。 

 

３ 基本目標 

 本市総合戦略では、人口減少克服と地方創生を併せて行うことによる、将来にわ

たる活力ある社会の維持と第２期本市まひし戦略と策定目標は同一であるため、第

２期本市まひし戦略における４つの「基本目標」、４つの取組の方向性は継承するこ

ととします。（４つの取組の方向性を継承することから、これに付随する具体的な取

組についても、従来のデジタルでないものも目的達成に必要なものであるため継承

しています。） 
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働く場

が しやすい環境を整える



 

基本目標１ 上天草市への人の流れをつくる 

 

 上天草市の豊富な地域資源に加え、デジタルの力を活用した観光振興の取組を強

化し、交流人口、さらには関係人口の創出・拡大に取り組み、移住・定住や個人・

企業・地域との継続的な交流による地域活性化を促進し、人の流れをつくります。 

【数値目標】宿泊客数 

R４（現状値） R９（目標） 

240,264人 306,000人 

 

 
基本目標２ 安定した魅力ある働く場を創出する 
 
 人口減少を抑制するためには、特に若い世代の定住を促進する必要があり、その

ため、デジタルの力を活用しながら、イノベーションの創出に取り組み、自らの力

で稼ぐ地域づくりを進めることで、上天草市の産業を強化するとともに、働くこと

に喜びを感じ、ここで生きたいと思えるような魅力ある働く場を創出します。 

【数値目標】市内企業等への新規就業者数 

R４（現状値） R９（目標） 

２８８人 ２８８人 

 
 
基本目標３ 市民が結婚・出産・子育てしやすい環境を整備する 
 
 結婚・妊娠・出産・子育ての各段階に応じ、デジタルの力を活用したサービスを

提供することで、若い世代が安心して結婚・妊娠・出産・子育てができる社会を創

出します。 

【数値目標】出生率（人口1,000人当たり） 

R４（現状値） R９（目標） 

5.1人 6.3人 

 
 
基本目標４ 魅力的な地域をつくり、安心で快適な暮らしを創出する 
 
 「しごと」と「ひと」の好循環は、それを支える「まち」の活性化によって、よ

り強固に支えられることから、地域に誇りを持ち、安心して暮らせる地域コミュニ
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ティの維持を図り、各地域の実情に応じた魅力的な「まち」をつくるための基盤と

なる人材をデジタルの力も活用しながら育て、活躍を支援します。 

【数値目標】市民意識調査：住みやすいと思う市民の割合 

R４（現状値） R９（目標） 

55.7％ 60.0％ 

 

 

４ 実現に向けた施策 

 
（１）上天草市が好きになる！ 
 
《基本的方向》 
これまでの取組等により、観光入込客等交流人口やふるさと納税額も年々増加し

ており、上天草市に関わりのある市外の方々、市民のみならず上天草市を理解し、

サポーターとなっていただく、いわゆる潜在的な関係人口は着実に増加しています。

これらの取組を更に促進させながら、上天草市との関わりを維持・深化させる仕組

づくりなどを通して、関係人口の創出・拡大を図ります。 

 また、市民に対しても、「上天草市をより良いまちにするために自分自身が関わっ

ている」、「自分が上天草市の未来をつくっていく」という参画意識の醸成を図りま

す。 

 さらに、今後は、デジタルの力を活用しながら、それぞれの世代の人が、違いを

認めあい、理解し、尊重することにより、同じ場所で自分らしく暮らせる魅力的な

地域づくりを実現させます。 

 

《具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）》 

ア 関係人口の創出・拡大 

  本市の強みである自然環境を活かした交流を促進します。 

・本市にルーツのある方、訪れる観光客、ふるさと納税をする方、働きに来る方

など、市外に住む方に対する本市との関わりを維持又は深化させる取組を実施

します。 

・離島留学や山村留学を参考に、公共施設を活用して都市部などの小中学生の受

け入れなど市内外の交流促進を行います。 

・釣りをテーマに絞ったブルーツーリズムの受入体制を構築して、市内経済の好

循環化を図るとともに、本市への来訪機会を拡大させ、関係人口の創出につな

げます。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・上天草市公式LINE県外フォロワー数 1275人（R4） 2,000人 

・上天草市に来ないと使えないふるさと納

税返礼品（電子クーポン、宿泊券）件数 

284件（R4） 475件 

・湯島交流施設利用者数 

・観光入込客数 

140人（R4） 

1,351,160人（R4） 

300人 

2,200,000人 

 

     【具体的な事業】 
    ◇シティプロモーション事業  

◇農山漁村体験事業  

◇包括連携協定締結自治体等との連携事業  

◇湯島交流施設活用事業  

◇観光施設維持管理事業  

◇ブルーツーリズム促進による交流人口拡大事業 

◇湯島ふるさと留学事業 

◇サテライトオフィスの整備事業 

◇総合観光プロモーション事業 ほか 

 

イ 市民の参画意識の醸成 

  子どもや市民全体が参画する取組を展開することで、シビックプライドの醸成

を図ります。 

・上天草高校における地域協働の取組を支援するとともに、上天草高校生の下宿

の整備、又は下宿を提供する者へ改修費用の一部を補助します。 

・起業家教育におけるマネタイズの体験ツールとして、ネット上に作品集を掲示

できるポートフォリオプラットフォームを構築し、これに関連させた教育を小

中高校生対象に実施します。 

・地域の魅力を再発見するような機会の創出や地域おこし協力隊の積極的な導入

を図るなどして、市民のまちづくりへの参画意識を醸成するとともにコーディ

ネーター人材を育成します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・上天草市が好きな市民の割合 

（市民意識調査） 

81.8％（R4） 100％ 
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・上天草高校生の地域に魅力を感じ、愛着

を持つ生徒の割合 

87%（R4） 95％ 

・市内中学生の「将来、上天草市の役に立

ちたい」と思う生徒の割合 

74%（R4） 80％ 

・市内中学生の上天草高校への進学率 

・地域おこし協力隊（定住しているＯＢ・

ＯＧ含む）の人数 

26.5％（R4） 

15人（R4） 

32.7％ 

21人 

 

【具体的な事業】 
    ◇地域の魅力ブラッシュアップ事業（上天草市じぶん学舎事業）  

◇起業家教育を活用した地域の担い手育成事業 

◇上天草高校魅力向上事業 

◇フィルムコミッション事業 

◇下宿整備事業 ほか 

 

（２）上天草市に行きたくなる！ 
 
《基本的方向》 
上天草市には自然、歴史、風土、食など豊かな地域資源が数多く存在しています。

これらの地域資源を活かし、上天草市の魅力度を高め、選ばれる「観光地」になる

ため、上天草市観光ブランディング計画を策定し、「ナナメ上 上天草」を観光ブラ

ンドコンセプトとして、モノ、トコロ、コト、ヒトの全てにおいて、期待値を超え

る取組を展開していきます。 

観光ブランド化を戦略的に進めることで、国内外からの観光客が更に増加し、地

域住民にも上天草市の素晴らしい観光資源が再認識され、地域の活性化につなげて

いきます。 

 
《具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）》 

ア ターゲットを設定した観光メニューの開発 
  複数課が協働して、ターゲットに応じた観光メニューを開発し、観光誘客を促 

進します。 

・アウトドアフィールドの環境整備を促進し、本市ならではの地域資源を活用し

た体験型プログラム又は滞在型旅行商品の開発を推進し、旅行商品化につなげ

ます。 

・外国人観光客のニーズに合った観光メニューや本市と県内外の主要観光地を結

ぶ魅力ある広域観光ルートの充実を図ります。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・観光入込客数（再掲） 1,351,160人（R4） 2,200,000人 

・外国人宿泊客数 8,242人（H30） 10,000人 

 ※ 外国人宿泊客数は、令和４年度の数値が極端に少なく（二桁）であったことから、平成30 年

度の数値を現状値とした。 

   【具体的な事業】 

◇外国人観光客誘致事業  

◇アウトドア推進事業  

◇スポーツツーリズム事業  

◇総合観光プロモーション事業（再掲）  

◇ブルーツーリズム促進による交流人口拡大事業（再掲） ほか 

 
イ 観光客誘致に向けたイベントの充実と情報発信の強化 

  デジタル技術を活かした多様な手段による観光情報の発信と他地域とも連携し

たＰＲ強化により観光客の誘客を図ります。 

・ホームページやＳＮＳなど、多様な手段による観光情報の発信を、他地域とも

連携しながら強化し、本市の認知度向上と誘客の促進を図ります。 

・現地旅行会社へのセールスをはじめとする現地プロモーションや、海外の旅行

会社等へ本市の魅力をＰＲすることで、外国人観光客の誘客促進を図ります。 

  

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・イベント参加者数（観光統計） 11,328人（R4） 57,972人 

・観光入込客数（再掲） 1,351,160人（R4） 2,200,000人 

 
  【具体的な事業】 

◇総合観光プロモーション事業（再掲） 

◇観光施設維持管理事業（再掲）  

◇外国人観光客誘致事業（再掲）   

◇アウトドア推進事業（再掲） ほか 

 
ウ 集客力を高める受入環境整備の推進 
  受入環境の整備として観光施設の充実を図り、集客力を高めます。 

 ・観光地として「行きたくなる」魅力あるスポットを整備・連携させ、また、案

内表示等を充実させることで、訪れた方の満足度向上を図ります。 

・外国人観光客が安心して周遊できるよう観光案内版やＷＥＢの多言語化を推進
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し、外国人観光客の受入環境整備を推進します。 

 ・観光施設の整備に当たっては、ターゲットを考慮し、また、周辺の公共施設と

の有機的な連携を勘案して進めることで、観光施設ネットワークの充実を図り

ます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・天草四郎ミュージアム入館者数 22,573人（R4） 30,000人 

・観光入込客数（再掲） 1,351,160人（R4） 2,200,000人 

・外国人宿泊者数（再掲） 8,242人（H30） 10,000人 

 
   【具体的な事業】 

◇樋合リゾート開発事業 

◇宮津地区開発事業  

◇観光施設維持管理事業（再掲）  

◇外国人観光客誘致事業（再掲） 

◇天草四郎ミュージアム管理事業 ほか 

 

エ 観光産業を担う経営者等のデジタル人材育成及び組織化 

  デジタル技術が活用できる人材の育成を図り、経営の充実を目指します。 

 ・観光ガイド（特にデジタルを活用したもの）の育成や活動支援を行うとともに、

市民一人ひとりのおもてなし意識の向上を図ります。 

 ・民間企業や近隣市町との連携を図り、交流イベント、体験型及び学習型観光事

業を実践する担い手となる市民、観光産業を担う経営者を育成します。 

  

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・観光ガイドの実働回数 10回（R4） 50回 

・観光ガイドの登録者数 15人（R4） 30人 

・新規宿泊施設の起業者数 2（R4） 8（累計） 

 

   【具体的な事業】 

    ◇総合観光プロモーション事業（再掲） 

◇天草四郎ミュージアム管理事業（再掲） ほか 

 

（３）上天草市で働きたくなる！ 

 

《基本的方向》 
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持続可能な地域社会をつくるためには、安定して働くことができる仕事を確保す

る必要があります。そのため、地域に根差す中小企業の生産性向上等に取り組む事

業への支援や市外との交流による企業誘致を推進するとともに、市民等の起業家の

育成支援に取り組みます。 

 また、市外への流出による生産年齢人口の減少を抑制するため、市内事業所及び

ハローワークと連携し、働く場の確保に向けた取組を充実させます。 

さらに、観光地として集客力拡大による観光産業の活性化、観光振興と連動した

農林水産物や加工商品の生産・販売の拡大による農林水産業の活性化に取り組むと

ともに、次世代を担う人材の育成に取り組みます。 

加えて、本市の基幹産業の一つである海運業については、経営の安定・拡大を図

る上でも担い手不足が喫緊の課題となっています。この課題解決に向けて、官民連

携し海運業の魅力等について広く周知するとともに、経営拡大又は担い手不足を解

消するための支援に取り組みます。 

 

《具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）》 

ア 地場産業の強化支援及び育成 
  デジタル技術も活用しつつ、地場産業の経営支援や起業及び事業承継を支援し

ます。 

・地場産業への新規就業者の増加、事業継続及び後継者育成や商店街の活性化等 

への経営支援と新規起業及び事業承継への支援に取り組み、働く場の確保及び 

拡大を進めます。 

 ・地場産業や上天草高校と連携し、合同企業説明会などに取り組むとともに、奨 

学金返還の支援により、地元就職を促進し、地元就職率の向上と事業者の人手 

不足の対策を進めます。 

・デジタル周遊アプリに、ポイント等の機能を追加し、決済が行えるようなシス 

テムを構築するとともに、決済情報を基に利用者の行動を分析することで、消 

費活動の傾向を把握し、集客等の効果的な対策を実施します。 

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・新規起業者数（累計） 6人（R4） 

（R3年度9人） 

24人 

（毎年度6人） 

・事業承継した件数（累計） 3件（R4） 8件 

（毎年度2件） 

・天草管内高等学校から市内事業所への新

卒就職者数（累計） 

18人（R4） 

（R3年度20人） 

80人 

（毎年度20人） 

・１次産業への新規就業者数（累計） 2人（R4） 

（R3年度：18人） 

16人 

（毎年度4人） 
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・ココシルの登録者数（累計） 961人（R6.1月末） 7,500人 

 
【具体的な事業】 

    ◇商工振興対策事業  

◇企業合同面談会 

◇湯島・樋合島体験型観光拠点整備事業 

◇天草五橋奨学金返還助成金交付事業  

◇総合観光プロモーション事業（再掲）ほか 

 

イ 農林水産物の販売促進 

  物産館を中心として、デジタル技術を活用した商品プロモーションや販路拡大

に向けたＰＲ活動を展開します。 

・一次産品及び加工商品のブランド認証により、上天草市のオリジナルブランド

の開発支援とＰＲを積極的に展開するとともに、市外の流通業者、バイヤー等

と地元事業者との商談会の開催や物産展等のＰＲ活動を拡大するほか、販路拡

大に向けた営業活動に取り組みます。 

・地元事業者による販売先を見据えた商品開発及び販売促進に係る各種スキルア

ップを支援し、６次産業（※）に取り組む民間事業者の裾野の拡大や自立的な経

営を図ります。 

・地域商社機能を兼ね備えた物産館の機能強化による市外への販路拡大を図ると

ともに、農林水産物の販売拠点である物産館として、生産者の状況に合った集

出荷体制の確立及び夏場の栽培品目の強化により、季節を問わず豊富な産品が

店頭に並び、デジタル技術を活用して市内外にＰＲを行うことで、地域の人も

観光客も多くが訪れる魅力ある物産館を目指します。 

※：６次産業とは、第１次産業である農林水産業が、農林水産物の生産だけにとどまらず、それ

を原材料とした加工食品の製造・販売など、第２次産業や第３次産業にまで踏み込むこと。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・流通商談会等を通じた新規取引件数 23件（R4） 

 

20件 

 

・物産館の販売額 7.35億円（R4） 8億円 

・物産館出荷協議会会員数の減少抑制 444人（R4） 440人 

 

   【具体的な事業】 

    ◇農林水産物販売促進事業  ほか 

 
ウ 海運業の振興と担い手の育成 
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  本市の基幹産業である海運業の振興を図るため、デジタル技術を活用して船員

の魅力を情報発信するとともに、海運業等を対象とした支援を充実させます。 

・新たな船員の確保及び海運事業者の経営拡大の一助とするため、海運業の魅力

ついて広く市内外にＳＮＳやデジタル技術を活用した情報発信を行うととも

に、船員や海運事業者を対象とする支援を行います。 

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・新規船員数（累計） 7人（R4） 

 

40人 

（毎年度10人） 

 

   【具体的な事業】 
◇海運振興対策事業 ほか 

 

【参考】上天草市役所で働きたくなる！ 
 
 国が推進する地方分権や地方創生などにより、地方における責任や権限が増えたことに加

え、これからの地方公共団体には、創意工夫を重ね地域の将来を見据えて、持続可能な団体

として特色ある施策の展開がより一層求められています。 

それに伴い、地方公共団体が担当する事務は、質及び量ともに高度化していることから、

今後ますます役割は重要となります。 

上天草市役所では、行政運営の基本的目標である「最少の経費で最大の効果を挙げる」を念

頭に置き、職員の働き方改革の一環として次の①～⑧を実施し、魅力的な職場づくりに取り組

んでいきます。 

①職員 1 人当たりの時間外勤務時間を月平均 2.5 時間以内とする。 

②職員 1 人当たりの年次有給休暇取得を 12 日とする。 

③適正な人員配置による各部署での業務量平準化を行う。 

④ノー残業デー（毎週金曜日）の実施。 

⑤「ゆう活」の趣旨に即した取組として、7 月から 9 月の夏季において、年次有給休暇を

時間単位で取得してもらい早期退庁を促す。 

⑥職員間のコミュニケーションの促進を図ることを目的とし、ミニバレーボール大会等の

レクリエーションを実施する。 

⑦職員が“仕事のやりがい”を言えるようにする。 

⑧行政手続のオンライン化により職員の事務負担を軽減し、業務の効率化を図ります。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・年間に年次有給休暇を12日以上取得し

た職員の割合 

60.4%（R4） 100％ 

・上天草市職員採用試験の競争率 3.6倍（R4） 5.0倍 

 

 

（４）上天草市に住みたくなる！ 
 
《基本的方向》 
まちの持続的発展には定住人口を維持・拡大させていくことが不可欠です。その

ため、天草地域以外から「上天草市に住みたくなる」人を増やし、新たな移住へと

結び付け、流入人口の拡大とともに、市民が結婚・出産・子育てしやすい環境を整

備し、自然減を抑制させることにより地域の活性化を図ります。 

特に自然に恵まれ、心の豊かさを享受したい若者や地元出身者等のＵＩＪターン

希望者の移住・定住を促進するため受入環境の充実を図るとともに、若者の流出を

抑制するため、地元企業等への就労拡大に取り組みます。 

また、市民が生涯にわたり健康な身体を維持するとともに自ら文化、芸術、スポ

ーツなどの学習活動や社会活動を実践することで、豊かで活力ある心を育み、自助・

共助による心身ともに元気よく生き生きした市民が暮らすまちをつくります。 

さらに、住民主導による生活集落圏の形成や外部人材の活用等により、相互扶助

による集落維持や新たな地域活動等、活力あるまちづくりに取り組みます。 

加えて、未来を築く「ひと（こども）」づくりを目標に、妊娠期からの健診、健康

相談、訪問事業を実施し、健康寿命熊本県１位を目標に掲げ、乳児から高齢者まで

の健康に対する市民の意識向上を図ります。 

 
《具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）》 

ア 移住・定住の促進 
  移住希望者が移住してみたいと思えるような環境をデジタル技術も活用して充

実させるとともに、情報の収発信に取り組みます。 

・移住希望者の視点に立ち、働く場所や住まいの提供など移住の受け皿となる環

境を整備するとともに、国、県及び天草地域と連携しながら移住希望者向けの

情報の収発信に取り組みます。 

 ・移住お試し施設の環境の充実を図り、移住者が本市で移住体験をしやすい環境

を整備します。 

 ・移住コーディネーターが移住希望者からの相談に対応できるよう対面、電話及

びメールでの対応のほか、ＬＩＮＥやＺｏｏｍなどのデジタルツールを活用し
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た移住相談の実施体制を整備します。 

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・市対応による移住者数 50人（R4） 70人 

 
   【具体的な事業】 
    ◇移住相談窓口の設置  

◇空き家バンク利用・登録促進事業  

◇移住お試し施設整備事業  

◇移住者定住奨励金  

◇移住者向けプロモーション事業  ほか 

 

イ 住みよいまちづくりの推進 

①防災×デジタル 

  デジタル技術を活用し、市民がより迅速に安全に避難できる体制を構築する

とともに、防災力の向上を図ります。 

・本市の排水ポンプの稼働状況や現地の冠水状況についてデジタルを活用して 

迅速かつ正確に把握し、大雨時等の冠水を未然に防ぐシステムを構築します。 

また、市の防災情報を市HP等で情報提供できるシステムもあわせて構築し、 

各種情報を公開します。 

・避難所開設時にマイナンバーカードなどの身分証明書を持参することにより、 

スムーズな受付及び登録・管理ができるように避難者受付システムを構築し 

ます。 

・近年多発する自然災害に対応するため、３Ｄによる市内情報のデータ化を 

実現させ、地滑り・洪水氾濫・人工構造物倒壊等に係る高精度な被災シミ 

ュレーション等に活用することで防災強化を図ります。 

②福祉・健康づくり×デジタル 

  デジタル技術を活用し、福祉の充実と健康づくりの推進に取り組みます。 

・40代、50代に対して健診の自己負担を軽減したセット健診（特定健診、腹 

部超音波検診、大腸がん検診）を実施し、いつまでも健康でいきいき暮らす 

ことができるまちづくりを目指します。 

・市民の負担軽減を図るため、重度心身障害者の医療費助成（県・市）に係る 

システム導入など、積極的にデジタル技術を活用した手続等の利便性向上を 

図ります。 

③支えあう地域コミュニティ×デジタル 

  デジタル技術を活用し、市民の生活の利便性の向上を図るとともに、コミュ

ニティの充実に取り組みます。 
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 ・タブレット端末の各区長への無償貸与又は電子回覧板の活用等デジタル技術 

を活用し、行政区活動の効率化や活性化を図ります。 

 ・来庁者が申請書に記入せずに、各種証明書の発行や住民異動届などの手続が 

行えるよう、窓口業務のデジタル化を図るとともに、日常生活の利便性の向 

上に資する機能等を搭載させたアプリを開発します。 

 ・高齢者向けのスマホ教室を開催すること等により、インターネットやデジタ 

ル機器の利用が不慣れな方に対する支援を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・地域の通いの場の登録団体数 62団体（R4） 78団体 

・自主防災組織の活動率 

・電子回覧板を実施している行政区 

・市民の窓口利用満足度 

・冠水時の現地確認に要する時間 

・デジタル防災訓練の実施回数（各組織） 

・特定健診の受診率 

・スマホ講習会参加者（累計） 

39％（R4） 

0（Ｒ4） 

63.4％（Ｒ4）     

30分～2時間 

1回/年 

34％ 

52（R4） 

90％ 

20 

75％ 

1分 

2回/年 

50％ 

400人 

 

   【具体的な事業】 

◇排水機場管理事業  

◇一般農業農村整備事業（冠水対策） 

◇避難場所等整備事業費補助事業  

◇緊急時デジタル安否確認システム普及促進事業  

◇３Ｄ地図データ事業  

◇道路台帳のデジタル化事業  

◇集団健診事業  

◇重症化予防事業  

◇生活支援体制整備事業  

◇自治会ＤＸ推進事業  

◇地域コミュニティ活性化事業  

◇まちづくり事業推進助成金交付事業  

◇行政手続のオンライン化事業  

◇窓口業務のデジタル化「書かない窓口」事業  

◇行政窓口におけるデジタル活用による住民サービス向上事業  

◇統合アプリ事業  

◇システム標準化・共通化事業  

◇一般介護予防事業  
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◇デジタル活用支援事業 

◇新図書館デジタル化事業 ほか 

 

ウ 子どもにやさしいまちづくり 

①教育×デジタル 

 デジタル技術を活用し、教育環境の充実と子どもたちの学力向上に取り組み

ます。 

・統合型校務支援システムを導入し、教職員の負担を大幅に短縮することで教

材研究等に費やす時間を増やすとともに、ＡＩドリルを活用して、児童生徒

の学習到達度を把握し、個に応じた学習指導ができる環境を整備します。 

・比較的安価な費用負担で受講可能な高校受験対策を目的としたオンライン塾

を開設し、受講者の学力向上、保護者の費用負担の軽減等を図ることにより、

学習環境の地域格差の解消を図ります。 

②地域で子育て 

 将来を担う子どもたちを地域一体となって守り、育てます。 

 ・次代の担い手である子どもたちが、ふるさとへの愛情と誇り、そして個性や

創造性、自律性を備えるよう、学校、家庭、地域、企業及び行政が一体とな

った持続可能な子育てや教育の仕組みを構築し、子どもたちを安心して育て、

将来に渡って定住できるまちづくりを進めます。 

・乳幼児健診で歯磨きなどの個別指導を行うとともに、３歳児健診においてフ

ッ化物歯面塗布の無料券を配布し、受診勧奨を行うことで子どもの虫歯予防

を図ります。 

・麻しん風しんの未接種者に対し、幼児健診での保健指導や電話による個別勧

奨を実施し、接種率を向上させます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状 目標（R9） 

   

・地域の子育て支援組織の活動回数 18回（R4） 18回 

・放課後児童クラブの利用実人数 368人（R4） 394人 

・市内中学生の「将来、上天草市の役に立

ちたい」と思う生徒の割合（再掲） 

・3歳児虫歯有病者数 

・麻しん風しんワクチン接種率 

・児童生徒の学力学習状況調査の成績で県

平均を上回った教科数 

74%（R4） 

 

12.7％（R4） 

83.5％（R4） 

2（R4） 

80％ 

 

10％ 

95％以上 

5 

 

   【具体的な事業】 

◇統合型校務支援システムの導入事業  
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◇ＡＩドリル学習の活用推進事業  

◇オンライン塾の開設事業  

◇起業家教育を活用した地域の担い手育成事業（再掲） 

◇学力向上事業 

◇地域学校協働活動事業 

◇フッ化物洗口事業  

◇フッ化物歯面塗布事業  

◇乳幼児健康診査事業  

◇予防接種勧奨事業 

◇地域子育て支援拠点事業 

◇放課後児童健全育成事業 

◇ファミリーサポートセンター事業 

◇病児・病後児保育事業  

◇地域療育通園事業  

◇障がい児保育事業  

    ◇不妊治療費助成事業  

◇新生児聴覚検査助成事業 ほか 

 

５ 効果検証等の実施 

産業界、行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、報道機関などの関係者で構 

成する「上天草市まち・ひと・しごと創生推進会議」において、地方創生の実現に 

向けて、広く課題等の認識共有を図りながら将来への取組を協働して推進するとと

もに、ＰＤＣＡサイクルにより重要業績評価指標（ＫＰＩ）を基に実施した施策・

事業の効果を検証し、検証結果を踏まえ見直しを行い、必要に応じて上天草市デジ

タル田園都市国家構想総合戦略の改訂を行います。 
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第３章 有識者会議における議論と今後の挑戦について 

 

この度の本市総合戦略の策定に当たっては、本市に関係する産学官及び地域で活

動されている方々による「上天草市まち・ひと・しごと創生推進会議」（座長：熊本

大学 田中准教授）を組織し、さらにその過程で、「地域づくり・安全安心」「産業

雇用」「教育・子育て」のワーキンググループに分かれて重点的に議論してきました。 

上天草市まち・ひと・しごと創生推進会議での主なご意見（戦略に係るもの） 

 

【産業雇用】 

・集落で農業の担い手がいない。 

・農地の所有者、何を作っているか等、データ化（見える化）されていたら便利 

・（農業関係で）行政側がシステムを構築したとしても、受入れ態勢（地域）が 

 整っていない。高齢者には荷が重い（面倒だと感じる）。 

・商店街からはデジタル化を進めてほしいとの声がある。飲食のデジタルクー 

ポンが10月から実証的に始まるので、ニーズに期待。 

・プラットフォームがあればいい。情報を欲しがっている人はいるので、スマホ

などですぐに情報が入手できるシステム構築が必要。 

・赤潮対策として、デジタルを活用した予測ができればよい。 

・事業者が家族経営で高齢者も多い。販路拡大したくてもパソコンが使えない人 

も多い。デジタルデバイドの解消が急務。 

 

【地域づくり・安心安全】 

・70代以上にとってデジタル転換はハードルが高い。ファーストステップの手助 

けが必要。 

・（観光も重要だが）内向きの政策にも力を入れていく必要があると考える。高齢 

者・交通弱者・要介護者だけでなく、子育て世代にも優しい政策。そこにデジ 

タルを活用できれば、より暮らしやすい市になる。 

・災害時に、情報がテレビ・ラジオだけだと、自身が置かれた状況を正確に把握 

できない。 

・買い物難民が増えている。乗合タクシーは高齢者に使いづらく、ネット通販も 

あるが、スマホ・パソコンを全く使えない人が多い。 

・高齢者のコミュニケーションについて、デジタルを活用した方法があれば助か 

 る。 

・（以前住んでいた場所では）高齢者が公民館に集まって、ウェブカメラでスーパ

ーと映像をつなぎ買い物をするという取組があった。日常的には難しいが、イ

ベントとしてやるのはありと思われる。 
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・マイナンバーカードを使ってコンビニで住民票等を取得できるが、操作が難し 

いのか市民課に電話がかかってくるケースがある。 

 

【教育・子育て】 

・学校現場のネットワーク環境等の不都合により、ICTを活用する先生の負担が 

大きく（先生側の）活用が進んでいない。一方、家庭で宿題等を行う際にタブ 

レットを使用したいという児童生徒も増えており、ネットワーク環境の整備が 

必要。 

・健診・予防接種など、お知らせすべきことはアプリ、HP、広報誌等、情報発信

できる媒体は全て活用しているが、見ようと思ってない人に情報を届けるのは

難しい。 

・医療機関でのデジタル化が進んでいない現状（遠隔医療や電子カルテ等）。 

・施設の予約は体育館で電子予約のシステムが導入されているが、指定管理者に

活用の意向がなく、活用されていない。 

・女性が働きやすい環境づくりが必要。育休復帰時に、仕事のやり方が変わって

おり、できれば復帰前に職場の情報やサポートが欲しい。 

 

 
 （片島構成員 作） 

 

 ここでは「デジタル」をキーワードにしつつ、まちの課題について幅広に議論い

ただきました。この内容は本編に反映されているところであり、今後この戦略に沿

って取組を進めていくことになりますが、一部のコンセプト・施策については、ま
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だ十分に具体化されていないため、引き続き会議にて議論しつつ取組に昇華させて

いくことになりました。 
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